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市民と行政が力を合わせ 

持続可能なまちをつくります 

【住民自治・協働・行財政】 
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２．年度別実施内容及び事業費

３．指標（目標値）

183,565千円 239,213千円 315,292千円

令和６年度（2024年度）

・町内会等の活動助成
・町内会等の設立に向けた団体へ
の資料提供
・町内会等への加入促進の広報活
動
・地区集会所の建設費又は修繕費
の助成
・指定管理者によるコミュニティセン
ターの管理運営
・コミュニティセンターの保全改修工
事（永治プラザ）
・平賀地区構造改善センターの大規
模改修工事の基本設計

・町内会等の活動助成
・町内会等の設立に向けた団体へ
の資料提供
・町内会等への加入促進の広報活
動
・地区集会所の建設費又は修繕費
の助成
・指定管理者によるコミュニティセン
ターの管理運営
・コミュニティセンター保全改修の工
事（永治プラザ）及び関係者調整（船
穂コミュニティセンター）
・平賀地区構造改善センターの大規
模改修工事の実施設計

令和７年度（2025年度） 令和８年度（2026年度）

関係するSDGｓ

11

年度別の実施内容
（具体的な内容

及び数量）

・町内会等の活動助成
・町内会等の設立に向けた団体へ
の資料提供
・町内会等への加入促進の広報活
動
・地区集会所の建設費又は修繕費
の助成
・指定管理者によるコミュニティセン
ターの管理運営
・コミュニティセンターの保全改修工
事の設計（永治プラザ）

事業費

3

指標内容 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

活動指標

町内会等への加入促進の広報活動 回 3 3

157

集会施設の新設、改築、修繕に対する補助 箇所 11 11

コミュニティセンター講座等事業数

158

195回 191 193

156

320

102,500成果指標

町内会等組織数（累計） 団体 198 200

コミュニティセンター利用者数 人 101,500 102,000

202

集会施設数 箇所

　市と町内会等の相互協力関係を推進し、行政運営の円滑化及び地域社会における住民自治の振興を図るた
め、コミュニティ活動を支援するとともに、町内会活動等への参加の場を確保するため、活動拠点となる集会施
設の整備を促進します。
　また、市民相互の理解を深め、より強い絆を持った地域づくりを推進するため、市内４館のコミュニティセンター
において、コミュニティの醸成事業を行い、地域コミュニティの充実を図ります。

68　コミュニティ活動の推進

担当課：市民活動推進課１．事業の概要

事業の実施目的
及び概要

関連施策 【5-1】　市政への参加と地域活動の推進

根拠法令
関連計画

印西市行政協力交付金交付要綱、印西市町内会等
活動費補助金交付要綱、印西市町内会等地区連絡
会活動費補助金交付要綱、印西市コミュニティセン
ターの設置及び管理に関する条例、印西市青年館
の設置及び管理に関する条例及び同条例施行規
則、印西市集会所の設置及び管理に関する条例及
び同条例施行規則、印西市構造改善センターの設
置及び管理に関する条例及び同条例施行規則、印
西市集会施設整備事業補助金交付要綱

取組方針 コミュニティ活動の推進

総合戦略
基本目標④
ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地
域をつくる

関係予算
（大事業予算）

町内会等に要する経費、町内会地区集会所等に要する経費、コミュニティセンターの管理運営に要する経費

コミュニティセンター登録団体数 団体 320 320
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２．年度別実施内容及び事業費

３．指標（目標値）

成果指標

協働事業の実施件数 件 86 88

まちづくりファンド実施件数 件 12 12

市民活動支援センター登録団体数 団体 230 240

活動指標

市民活動推進委員会の開催数 回 7 7

市民活動支援センター年間利用者数 人

指標内容 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

10,500 11,000 11,500

関係予算
（大事業予算）

市民活動支援事業

年度別の実施内容
（具体的な内容

及び数量）

・指定管理者による市民活動支援セ
ンターの管理運営
・次期市民活動支援センター指定管
理者の指定
・市民活動に関する情報の収集及び
提供
・協働事業の推進
・公益信託印西市まちづくりファンド
事業の支援
・市民活動支援センター移転準備

・指定管理者による市民活動支援セ
ンターの管理運営
・市民活動に関する情報の収集及び
提供
・協働事業の推進
・公益信託印西市まちづくりファンド
事業の支援

・指定管理者による市民活動支援セ
ンターの管理運営
・市民活動に関する情報の収集及び
提供
・協働事業の推進
・公益信託印西市まちづくりファンド
事業の支援

令和６年度（2024年度） 令和７年度（2025年度） 令和８年度（2026年度）

関係するSDGｓ

事業費 20,502千円 16,695千円 17,088千円

市民の主体的な活動の支援

総合戦略
基本目標④
ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地
域をつくる

69　市民の主体的な活動の支援

担当課：市民活動推進課１．事業の概要

事業の実施目的
及び概要

　市民活動の推進及び活性化を図るため、活動を行うために必要な「場」「資金」「情報」「交流」等に関する様々
な支援策を実施します。

関連施策 【5-1】　市政への参加と地域活動の推進

根拠法令
関連計画

印西市市民活動推進条例
印西市市民活動支援センターの設置及び
管理に関する条例及び同条例施行規則
市民活動団体（NPO等）との協働を進める
ためのガイドライン

取組方針

7

250

90

12
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２．年度別実施内容及び事業費

３．指標（目標値）

172千円 172千円 172千円

令和６年度（2024年度）

・市民参加推進委員会の開催
・市民参加実施状況の公表
・庁内への市民参加条例の周知

・市民参加推進委員会の開催
・市民参加実施状況の公表
・庁内への市民参加条例の周知

令和７年度（2025年度） 令和８年度（2026年度）

関係するSDGｓ

1

年度別の実施内容
（具体的な内容

及び数量）

・市民参加推進委員会の開催
・市民参加実施状況の公表
・庁内への市民参加条例の周知

事業費

1

指標内容 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

活動指標

市民参加推進委員会の開催 回 2 1

25

市民参加実施状況の公表 回 1 1

庁内へ市民参加手続きの周知

25

2回 2 2

25

10成果指標

公募市民が委嘱されている審議会等の数 件 35 35

市民意見公募手続の平均応募件数 件 10 10

35

公募可の審議会等における公募委員の割合 ％

　市民が主体的に行政に関わるための基本的な事項を定めた市民参加条例により市民参加を推進し、魅力と
活力のある地域社会の発展に寄与します。

70　市民参加意識の向上

担当課：市民活動推進課１．事業の概要

事業の実施目的
及び概要

関連施策 【5-1】　市政への参加と地域活動の推進

根拠法令
関連計画

印西市市民参加条例及び同条例施行規
則

取組方針 市民参加意識の向上

総合戦略
基本目標④
ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地
域をつくる

関係予算
（大事業予算）

市民参加推進事業
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２．年度別実施内容及び事業費

３．指標（目標値）

指標内容 単位

成果指標

講座等の参加者数 人 190 190

審議会等の女性委員比率 ％ 30 30

活動指標

講座等の開催数 回 6 6 6

情報紙の発行回数 回 2 2 2

令和６年度（2024年度） 令和７年度（2025年度） 令和８年度（2026年度）

関係するSDGｓ

令和７年度 令和８年度

男女共同参画社会の実現に向けた
取組の推進/人権尊重の推進

総合戦略
基本目標④
ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地
域をつくる

事業費 1,800千円 1,526千円 1,526千円

関係予算
（大事業予算）

男女共同参画推進事業、人権擁護に要する経費

年度別の実施内容
（具体的な内容

及び数量）

・男女共同参画プランの進行管理
・主催事業の実施
・啓発資料の掲示及び配布
・情報紙の発行
・男女共同参画推進委員会の開催
・男女共同参画センター準備
・人権啓発事業の実施

・男女共同参画プランの進行管理
・主催事業の実施
・啓発資料の掲示及び配布
・情報紙の発行
・男女共同参画推進委員会の開催
・男女共同参画センター開設、運営
・人権啓発事業の実施

・男女共同参画プランの進行管理
・主催事業の実施
・啓発資料の掲示及び配布
・情報紙の発行
・男女共同参画推進委員会の開催
・男女共同参画センター運営
・人権啓発事業の実施

71　人権尊重の推進と男女共同参画社会の実現に向けた取組

担当課：市民活動推進課１．事業の概要

事業の実施目的
及び概要

　市民一人ひとりが、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなくその個性と能力を十
分に発揮することができる男女共同参画社会の実現のために、人権尊重と男女共同参画意識の醸成を図るとと
もに、多様な生き方を実現するための環境整備や、誰もがいかなる差別や暴力を受けることなく安心して安全に
暮らせるための取組等を、男女共同参画プランに基づき総合的に推進します。
　また、すべての人々の人権が尊重され、相互に共存し得る平和で豊かな社会を実現するため、人権擁護委員
と連携を図り、人権教育や啓発講座などの人権擁護活動を総合的に推進します。

関連施策 【5-2】　人権尊重と男女共同参画社会の実現

根拠法令
関連計画

男女共同参画社会基本法、配偶者からの
暴力の防止及び被害者の保護等に関す
る法律、女性の職業生活における活躍の
推進に関する法律、印西市男女共同参画
プラン、人権教育及び人権啓発の推進に
関する法律、人権擁護委員法

取組方針

190

30

令和６年度
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２．年度別実施内容及び事業費

３．指標（目標値）

成果指標

活動指標

女性の悩み相談周知回数 回 12

女性の悩み相談日数

関連施策 【5-2】　人権尊重と男女共同参画社会の実現

根拠法令
関連計画

配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護等に関する法律
印西市男女共同参画プラン

取組方針 相談支援体制の充実

総合戦略

関係予算
（大事業予算）

関係するSDGｓ

72　相談支援体制の充実

担当課：子育て支援課、市民活動推進課１．事業の概要

事業の実施目的
及び概要

　関係機関との連携を通して相談事業の実施や適切な情報提供などを行い、悩みを抱える女性やDV（配偶者な
ど暴力）被害者を支援していきます。
　相談者が安全に安心して相談できるよう体制を整備するとともに、専門的知識や経験を有する人材の確保に
努めます。

2

女性の悩み相談者数 人 120 120120

年度別の実施内容
（具体的な内容

及び数量）

2DV被害者支援周知回数 回 2

24

・女性の悩み相談の実施
・DV被害者の緊急避難の際の金銭
的支援
・関係各課、県女性サポートセン
ター、警察署、民間施設との連携強
化

令和６年度（2024年度） 令和７年度（2025年度）

12

1,465千円

令和６年度 令和７年度 令和８年度

12

指標内容

事業費 1,465千円 1,465千円

・女性の悩み相談の実施
・DV被害者の緊急避難の際の金銭
的支援
・関係各課、県女性サポートセン
ター、警察署、民間施設との連携強
化

・女性の悩み相談の実施
・DV被害者の緊急避難の際の金銭
的支援
・関係各課、県女性サポートセン
ター、警察署、民間施設との連携強
化

基本目標④
ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地
域をつくる

令和８年度（2026年度）

男女共同参画推進事業、DV被害者支援事業

24日 24

単位
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２．年度別実施内容及び事業費

３．指標（目標値）

2

成果指標

活動指標

公共施設予約システムのＷＥＢ受付の割合 ％ 70

電子申請手続き、ぴったりサービスの手続数 手続 250 270 270

19,000公開型GISの閲覧数 回 17,000 18,000

職員向け研修参加者数 延べ人数 200

339,823千円事業費

73　電子行政の推進

担当課：ＤＸ推進課１．事業の概要

事業の実施目的
及び概要

　ＩＣＴ分野における技術革新や環境の変化に柔軟に対応しながら、市民生活が向上するよう電子申請手続き
やキャッシュレス決済の拡充などデジタル・トランスフォーメーションに取り組むとともに、並行してデジタルデバ
イド対策を講じ、市民の利便性向上に努めます。また、庁内の情報機器などの配備・更新を進めて、高い情報
セキュリティ水準を維持しながら、新たな技術動向の調査検討を進めることで業務の安定稼働と効率化が図れ
るよう取り組みます。

令和６年度（2024年度） 令和７年度（2025年度） 令和８年度（2026年度）

関係するSDGｓ

関係予算
（大事業予算）

電子行政推進に要する経費、情報基盤整備に要する経費

年度別の実施内容
（具体的な内容

及び数量）

・職員向け研修（セキュリティ、ＧＩＳ
等）の実施
・電子申請手続き、ぴったりサービ
スの推進
・公共施設予約システムの運用
・RPA等の導入拡大に向けての検
討
・キャッシュレス決済の運用
・デジタルデバイド対策の実施
・HPでのＡＩチャットボットの運用
・市民協働投稿サービスの運用
・CIO補佐官の登用
・業務へのAI導入の検討
・スマートシティの調査研究

※CIO補佐官とは、ICTの知見を有
する者で、CISO（最高情報セキュリ
ティ責任者：「印西市セキュリティポ
リシー」より）を補佐し、自治体現場
の実務に即して技術導入の判断や
助言を行うことができるデジタル人
材のことをいう。

・職員向け研修（セキュリティ、ＧＩＳ
等）の実施
・電子申請手続き、ぴったりサービ
スの推進
・公共施設予約システムの運用
・RPA等の導入拡大に向けての検
討
・キャッシュレス決済の運用
・デジタルデバイド対策の実施
・HPでのＡＩチャットボットの運用
・市民協働投稿サービスの運用
・CIO補佐官の登用
・業務へのAI導入の検討
・スマートシティの調査研究

・職員向け研修（セキュリティ、ＧＩＳ
等）の実施
・電子申請手続き、ぴったりサービ
スの推進
・公共施設予約システムの運用
・RPA等の導入拡大に向けての検
討
・キャッシュレス決済の運用
・デジタルデバイド対策の実施
・HPでのＡＩチャットボットの運用
・市民協働投稿サービスの運用
・CIO補佐官の登用
・業務へのAI導入の検討
・スマートシティの調査研究

関連施策 【5-3】　行政の電子化・情報化の推進

根拠法令
関連計画

印西市DX推進方針
取組方針

ＩＣＴの活用などによる効率的な行政運営
/電子行政の推進

総合戦略
基本目標②新しいひとの流れをつくる
基本目標④ひとが集う、安心して暮らすことができ
る魅力的な地域をつくる

339,823千円 339,823千円

2

250

4,000 6,000

2

公開型GISに新規搭載する地図数 枚 2

250

令和７年度 令和８年度指標内容

2

公共施設予約システムのキャッシュレス決済利用件
数

回

職員向け研修 回 2

6,000

令和６年度単位

72 72

90



２．年度別実施内容及び事業費

３．指標（目標値）

67 68成果指標

市公式エックス（旧ツイッター）フォロワー数 件 6,000 6,500

広報紙自動配信アプリ登録件数 件 6,000 6,500

広報紙の世帯配布率（アプリ登録者含む） ％ 66

活動指標

広報紙発行回数 回 24 24

市公式エックス（旧ツイッター）発信件数 件 450 450

マスコミへの情報提供数 件 120

24

ホームページコンテンツ数 件 4,500 4,500 4,500

指標内容 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業費 34,809千円 34,563千円 31,063千円

関係するSDGｓ

年度別の実施内容
（具体的な内容

及び数量）

・広報紙の発行（月２回）
・広報紙の新聞折込、郵送、戸別投
函による配付及び各公共施設・駅な
どへの配置
・ホームページ、SNS、動画による情
報発信
・ホームページ管理システム操作研
修を実施し内容の充実を図る。
・市勢要覧の制作

・広報紙の発行（月２回）
・広報紙の新聞折込、郵送、戸別投
函による配付及び各公共施設・駅な
どへの配置
・ホームページ、SNS、動画による情
報発信
・ホームページのリニューアル
・ホームページ管理システム操作研
修を実施し内容の充実を図る。

・広報紙の発行（月２回）
・広報紙の新聞折込、郵送、戸別投
函による配付及び各公共施設・駅な
どへの配置
・ホームページ、SNS、動画による情
報発信
・ホームページ管理システム操作研
修を実施し内容の充実を図る。

令和６年度（2024年度） 令和７年度（2025年度） 令和８年度（2026年度）

74　時代に即した情報発信

１．事業の概要

事業の実施目的
及び概要

　市政情報や地域の出来事、まちの魅力などを幅広く発信することを目的に、市ホームページや広報紙につい
ては必要に応じて見直しを図るとともに、SNSや動画など、時代に即した情報発信手段の活用を図ります。

関係予算
（大事業予算）

市勢要覧制作事業、広報活動に要する経費

担当課：秘書広報課

関連施策 【5-3】　行政の電子化・情報化の推進

根拠法令
関連計画

印西市広報広聴規則
印西市広報レポーター設置要綱
印西市DX推進方針
印西市市政情報の公表及び提供の積極
的な推進に関する要綱

取組方針 時代に即した情報発信

総合戦略
基本目標②新しいひとの流れをつくる
基本目標④ひとが集う、安心して暮らすことができる
魅力的な地域をつくる

450

120 120

7,000

7,000
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２．年度別実施内容及び事業費

３．指標（目標値）

指標内容 単位 令和６年度

活動指標

市税における納付方法等の周知（広報、HP） 回 17 17

マイナンバーカード取得促進のための周知 種類

【5-4】　市民サービスの充実

根拠法令
関連計画

第６次行政改革実施計画
印西市DX推進方針

取組方針 窓口サービスなどの充実

総合戦略
基本目標④
ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地
域をつくる

関連施策

関係予算
（大事業予算）

中央駅前出張所事務に要する経費、滝野出張所施設管理に要する経費、戸籍電算処理に要する経費、住民
基本台帳事務に要する経費、窓口事務に要する経費、国保窓口業務委託に要する経費、国民年金事務に要
する経費、後期窓口業務委託に要する経費
【国民健康保険特別会計予算】
一般管理事務に要する経費、賦課徴収に要する経費

年度別の実施内容
（具体的な内容

及び数量）

・市民課、国保年金課、中央駅前出
張所窓口の業務委託の実施
・マイナンバーカードの取得促進
・出張所機能の見直しの検討・実施
・本埜ファミリア館保全改修工事
・コンビニ・マルチペイメント等での
収納業務の継続
・新たな納付環境の情報収集

・市民課、国保年金課、中央駅前出
張所窓口の業務委託の実施
・マイナンバーカードの取得促進
・出張所機能の見直しの検討・実施
・本埜ファミリア館保全改修工事
・コンビニ・マルチペイメント等での
収納業務の継続
・新たな納付環境の情報収集

令和６年度（2024年度） 令和７年度（2025年度） 令和８年度（2026年度）

5 5

75　窓口サービスなどの充実

担当課：市民課、納税課、国保年金課１．事業の概要

事業の実施目的
及び概要

関係するSDGｓ

　感染症の拡大防止に伴う新しい生活様式に対応するなど、市民ニーズに応じた手続きしやすい窓口サービス
を提供するとともに、各種証明書交付の利便性向上を図るため、マイナンバーカードを利用したコンビニ等での
証明書交付サービスを促進します。
　また、これまで提供してきたコンビニ納付や土曜開庁、中央駅前出張所でのサービスを継続させるほか、窓
口の民間委託化や統合化を進め、効率的な窓口サービス体制の構築を図るとともに、市税など公金の納付機
会の更なる充実に努めます。

事業費 244,338千円 829,741千円 224,715千円

成果指標

市税の収納率 ％ 95.8 96.0

国保口座振替実施率 ％ 31.5 32.0

31
コンビニ等での証明書（住民票・印鑑証明書・戸籍
証明書等）交付割合

％ 30

32.0

96.2

32

・市民課、国保年金課、中央駅前出
張所窓口の業務委託の実施
・マイナンバーカードの取得促進
・出張所機能の見直しの検討・実施
・コンビニ・マルチペイメント等での
収納業務の継続
・新たな納付環境の情報収集

17

5

令和７年度 令和８年度
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２．年度別実施内容及び事業費

３．指標（目標値）

成果指標

法律相談の利用者数（年間） 人 288 288

市民生活相談（税理士）の利用者数（年間） 人 72 72

市民生活相談（司法書士）の利用者数（年間） 人 72 72

活動指標

法律相談毎月実施 回 36 36

市民生活相談（税理士）毎月実施 回 12 12

市民生活相談（司法書士）毎月実施 回

指標内容 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

12 12 12

関係予算
（大事業予算）

行政相談事業に要する経費、市民相談事業に要する経費

年度別の実施内容
（具体的な内容

及び数量）

・法律相談の実施（月3回）
・市民生活相談（司法書士）の実施
（月1回）
・市民生活相談（税理士）の実施（月
1回）
・人権よろず相談の実施（月1回）
・行政相談の実施（月1回）
・市民相談センター準備

・法律相談の実施（月3回）
・市民生活相談（司法書士）の実施
（月1回）
・市民生活相談（税理士）の実施（月
1回）
・人権よろず相談の実施（月1回）
・行政相談の実施（月1回）
・市民相談センター開設、運営

・法律相談の実施（月3回）
・市民生活相談（司法書士）の実施
（月1回）
・市民生活相談（税理士）の実施（月
1回）
・人権よろず相談の実施（月1回）
・行政相談の実施（月1回）
・市民相談センター運営

令和６年度（2024年度） 令和７年度（2025年度） 令和８年度（2026年度）

関係するSDGｓ

事業費 2,081千円 2,211千円 2,211千円

各種相談の実施

総合戦略
基本目標④
ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地
域をつくる

76　市民相談の実施

担当課：市民活動推進課、秘書広報課１．事業の概要

事業の実施目的
及び概要

　日常生活における悩みや問題について相談を希望する市民に対し、専門的な知識や経験を有する相談員か
ら、相談者が自ら解決するための助言及び他の相談機関の情報を受ける機会を提供することを通じて、市民生
活の向上に資することを目的とし、法律相談や市民生活相談などを実施します。

関連施策 【5-4】　市民サービスの充実

根拠法令
関連計画

人権擁護委員法
行政相談員法

取組方針

36

12

72

288

72
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２．年度別実施内容及び事業費

３．指標（目標値）

成果指標

市政情報の公表・提供数 件 1,490 1,548

令和６年度（2024年度） 令和７年度（2025年度） 令和８年度（2026年度）

各課情報公表・提供の情報一覧の公表 回 4 4

1 1 1

指標内容 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

活動指標

ファイリングの点検 回

事業費 2,935千円 2,935千円

関係予算
（大事業予算）

文書管理の推進事業、情報公開に要する経費、総務事務費

年度別の実施内容
（具体的な内容

及び数量）

・市民への情報の公表・提供の推進
を図るためのホームページの活用
及び行政資料コーナーの充実
・文書ファイリングシステムに係る実
地点検の実施による職員の文書管
理に対する意識向上の促進

・市民への情報の公表・提供の推進
を図るためのホームページの活用
及び行政資料コーナーの充実
・文書ファイリングシステムに係る実
地点検の実施による職員の文書管
理に対する意識向上の促進

関係するSDGｓ

・市民への情報の公表・提供の推進
を図るためのホームページの活用
及び行政資料コーナーの充実
・文書ファイリングシステムに係る実
地点検の実施による職員の文書管
理に対する意識向上の促進

77　情報公開制度の適正な運用

担当課：総務課１．事業の概要

事業の実施目的
及び概要

  情報公開制度の適正な運用に努めるとともに､公文書の適正な管理を行い、市民への情報公開・情報提供を
積極的に推進します。また、市民への積極的な情報提供を行うための手段である行政資料コーナー（行政資料
室）の整備やホームページへの掲載に努めます。

関連施策 【5-4】　市民サービスの充実

根拠法令
関連計画

印西市情報公開条例
取組方針 情報公開制度の適正な運用

総合戦略
基本目標④
ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地
域をつくる

4

1,548

2,935千円
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２．年度別実施内容及び事業費

３．指標（目標値）

成果指標

キャッシュレス決済利用件数 件 8,000 9,000

押印不要とした手続き数 件 1,200 1,200

ＲＰＡ利用事業数 件 10 11

電子決裁化率（供覧・起案） ％

活動指標

キャッシュレス決済端末設置窓口数 台 23 23

指標内容 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

関係予算
（大事業予算）

行政改革に要する経費

年度別の実施内容
（具体的な内容

及び数量）

・ＲＰＡ等の導入による事務改善推
進
・キャッシュレス決済の推進
・行政手続きの押印見直し
・行政文書の電子決裁推進
・行政診断に基づく改善策の実施
・庁舎フロア再配置

※ＲＰＡ…ロボティックプロセスオート
メーション（Robotic Process
Automation）、通称ＲＰＡは、これま
で人間が行ってきた定型的な作業
を、ソフトウェアのロボットにより自動
化するもの

・ＲＰＡ等の導入による事務改善推
進
・キャッシュレス決済の推進
・行政手続きの押印見直し
・行政文書の電子決裁推進
・行政診断に基づく改善策の実施

・ＲＰＡ等の導入による事務改善推
進
・キャッシュレス決済の推進
・行政手続きの押印見直し
・行政文書の電子決裁推進
・行政診断に基づく改善策の実施

令和６年度（2024年度） 令和７年度（2025年度） 令和８年度（2026年度）

関係するSDGｓ

事業費 16,336千円 966千円 966千円

事務事業の見直しと事務改善の推進

総合戦略
基本目標④
ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地
域をつくる

78　事務事業の見直しと事務改善の推進

担当課：総務課１．事業の概要

事業の実施目的
及び概要

  多様化する行政需要に対応した、将来にわたる持続可能な行政運営を図るため、第６次印西市行政改革大綱
に基づき、BPR（業務改革）の手法やICTを活用した、事務事業の見直しや事務改善を推進します。

関連施策 【5-5】　持続可能な行財政経営の実現

根拠法令
関連計画

第６次印西市行政改革大綱
第６次印西市行政改革実施計画

取組方針

23

12

10,000

70

1,200

70 70
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２．年度別実施内容及び事業費

３．指標（目標値）

成果指標

階層研修参加者数 人 93 73

専門研修参加者数 人 40 40

活動指標

研修数 講座 90 90

うち、専門研修数 講座

指標内容 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度

40 40 40

関係予算
（大事業予算）

職員研修費

年度別の実施内容
（具体的な内容

及び数量）

・階層研修・専門研修・特別研修・職
場研修（ＯＪＴ）等の実施

・職階に応じた階層別の研修では、
適切な時期に研修を実施する。
また各種研修メニューを全職員に紹
介し、積極的に研修の参加を促す。

・階層研修・専門研修・特別研修・職
場研修（ＯＪＴ）等の実施

・職階に応じた階層別の研修では、
適切な時期に研修を実施する。
また各種研修メニューを全職員に紹
介し、積極的に研修の参加を促す。

・階層研修・専門研修・特別研修・職
場研修（ＯＪＴ）等の実施

・職階に応じた階層別の研修では、
適切な時期に研修を実施する。
また各種研修メニューを全職員に紹
介し、積極的に研修の参加を促す。

令和６年度（2024年度） 令和７年度（2025年度） 令和８年度（2026年度）

関係するSDGｓ

事業費 4,538千円 4,538千円 4,538千円

職員の育成

総合戦略
基本目標④
ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地
域をつくる

79　職員の育成

担当課：人事課１．事業の概要

事業の実施目的
及び概要

  専門的、実務的な知識の習得、政策形成、対人折衝、職務遂行等の能力向上を図り、系統立てた人材育成を
推進することにより、社会情勢の変化や様々な行政課題に対応できる職員を育成し、組織としての総合力を高
めていきます。

関連施策 【5-5】　持続可能な行財政経営の実現

根拠法令
関連計画

印西市職員人材育成基本方針
取組方針

90

40

69
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２．年度別実施内容及び事業費

３．指標（目標値）

成果指標

公共施設の延床面積 ｍ２ R32年度までに34,492㎡（R2年度末時点）の11％を縮減する。

指定管理者制度の新規導入 施設 - 2 1

（仮称）千葉ニュータウン中央駅圏複合施設の整備

10 70 100

100 -

ふれあいセンターいんば改修及び複合化工事 ％

％ 75

令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業費 2,582,186千円 957,045千円 2,134,309千円

年度別の実施内容
（具体的な内容

及び数量）

・公共施設等総合管理計画及びアク
ションプランに基づく進捗管理
・指定管理者制度の導入推進
・（仮称）千葉ニュータウン中央駅圏
複合施設の建設
・ふれあいセンターいんば改修及び
複合化工事

・公共施設等総合管理計画及びアク
ションプランに基づく進捗管理
・指定管理者制度の導入推進
・（仮称）千葉ニュータウン中央駅圏
複合施設にかかる外構及び道路の
建設
・ふれあいセンターいんば改修及び
複合化工事

・公共施設等総合管理計画及びアク
ションプランに基づく進捗管理
・指定管理者制度の導入推進
・ふれあいセンターいんば改修及び
複合化工事

令和６年度（2024年度） 令和７年度（2025年度） 令和８年度（2026年度）

80　公共施設マネジメントの推進

担当課：資産経営課、生涯学習課、印旛支所市民サービス課１．事業の概要

事業の実施目的
及び概要

活動指標

進捗管理に関する施設所管課等ヒアリング 回 1 1 1

公共施設マネジメントの推進

総合戦略
基本目標④
ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地
域をつくる

関係予算
（大事業予算）

公共施設等の総合管理に要する経費、（仮称）千葉ニュータウン中央駅圏複合施設整備事業（総務費）、印旛支
所施設管理に要する経費、（仮称）千葉ニュータウン中央駅圏複合施設整備事業（教育費）

関係するSDGｓ

指標内容 単位

　公共施設の老朽化が進む中で、将来的には人口減少や少子高齢化の進行により、公共施設の更新などに充
当できる財源を確保することが難しくなり、公共施設などを適正に維持することが困難になると予想されていま
す。したがって、公共施設の更新などの費用負担を軽減するため、公共施設の集約化や複合化などに取り組
み、公共施設保有量の縮減を図ります。
　また、公共施設の維持管理費の縮減や管理運営の効率化を図るため、指定管理者制度の導入などの民間活
用を推進するとともに、取り組みにより生じた公共施設跡地の売却や貸付などにより財源の確保に努めます。

関連施策 【5-5】　持続可能な行財政経営の実現

根拠法令
関連計画

印西市公共施設等総合管理計画
印西市公共施設適正配置実施方針
印西市公共施設適正配置アクションプラ
ン
印西市公共施設長寿命化計画
（仮称）千葉ニュータウン中央駅圏複合施
設整備基本計画

取組方針
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２．年度別実施内容及び事業費

３．指標（目標値）

令和６年度（2024年度）

公共施設の配置などの適正化の検討

総合戦略
基本目標④
ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地
域をつくる

関連施策 【5-5】　持続可能な行財政経営の実現

根拠法令
関連計画

印西市公共施設整備基本方針
印西市公共施設等総合管理計画

取組方針

関係予算
（大事業予算）

令和７年度（2025年度） 令和８年度（2026年度）

81　公共施設の配置などの適正化の推進

担当課：企画政策課１．事業の概要

事業の実施目的
及び概要

　市域全体の公共施設の整備について、印西市公共施設整備基本方針に基づき推進を図ります。

関係するSDGｓ

事業費

・公共施設整備基本方針に基づく進
行管理

5

令和８年度指標内容 単位 令和６年度 令和７年度

年度別の実施内容
（具体的な内容

及び数量）

・公共施設整備基本方針に基づく進
行管理

・公共施設整備基本方針に基づく進
行管理

活動指標

庁内検討組織での検討 回 5 5

1

成果指標

各施設に係る計画の策定 件 1 1
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